
高予第１８号 

第１回 令和６年度高砂市一般会計補正予算 

令和６年度高砂市の一般会計第１回補正予算は次に定めるところによる。  

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 1,149,995 千円を追加し、歳入歳出予算

の総額を歳入歳出それぞれ 38,998,018 千円とする。  

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予  

算の金額は、「第１表 歳入歳出予算の補正」による。 

 （債務負担行為の補正）  

第２条 債務負担行為の補正は、「第２表 債務負担行為の補正」による。  

 （地方債の補正）  

第３条 地方債の補正は、「第３表 地方債の補正」による。  

令和６年６月４日提出 

高砂市長  都 倉  達 殊 



第１表　歳入歳出予算の補正

歳　　　　　　　　　　　入

款 項

① 市 税

(1) 市 民 税

(2) 固 定 資 産 税

(3) 軽 自 動 車 税

(4) 市 た ば こ 税

(5) 都 市 計 画 税

② 地 方 譲 与 税

(1) 地 方 揮 発 油 譲 与 税

(2) 自 動 車 重 量 譲 与 税

(3) 森 林 環 境 譲 与 税

(4) 特 別 と ん 譲 与 税

③ 利 子 割 交 付 金

(1) 利 子 割 交 付 金

④ 配 当 割 交 付 金

(1) 配 当 割 交 付 金

⑤ 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

(1) 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

⑥ 法 人 事 業 税 交 付 金

(1) 法 人 事 業 税 交 付 金

⑦ 地 方 消 費 税 交 付 金

(1) 地 方 消 費 税 交 付 金

⑧ 環 境 性 能 割 交 付 金

(1) 環 境 性 能 割 交 付 金

⑨ 地 方 特 例 交 付 金

(1) 地 方 特 例 交 付 金

⑩ 地 方 交 付 税

(1) 地 方 交 付 税



(単位：千円)

１５，８９６，０００  ０  １５，８９６，０００  

５，１４２，０００  ０  ５，１４２，０００  

８，５９０，０００  ０  ８，５９０，０００  

２４７，０００  ０  ２４７，０００  

５８０，０００  ０  ５８０，０００  

１，３３７，０００  ０  １，３３７，０００  

２１３，５８５  ０  ２１３，５８５  

４６，０００  ０  ４６，０００  

１５４，０００  ０  １５４，０００  

１０，５８５  ０  １０，５８５  

３，０００  ０  ３，０００  

７，０００  ０  ７，０００  

７，０００  ０  ７，０００  

１１０，０００  ０  １１０，０００  

１１０，０００  ０  １１０，０００  

１３１，０００  ０  １３１，０００  

１３１，０００  ０  １３１，０００  

２３９，０００  ０  ２３９，０００  

２３９，０００  ０  ２３９，０００  

２，０６１，０００  ０  ２，０６１，０００  

２，０６１，０００  ０  ２，０６１，０００  

５１，０００  ０  ５１，０００  

５１，０００  ０  ５１，０００  

４８０，０００  ０  ４８０，０００  

４８０，０００  ０  ４８０，０００  

３，６２０，０００  ０  ３，６２０，０００  

３，６２０，０００  ０  ３，６２０，０００  

補 正 前 の 額 補 正 額 計

一般会計



款 項

⑪ 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

(1) 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

⑫ 分 担 金 及 び 負 担 金

(1) 分 担 金

(2) 負 担 金

⑬ 使 用 料 及 び 手 数 料

(1) 使 用 料

(2) 手 数 料

⑭ 国 庫 支 出 金

(1) 国 庫 負 担 金

(2) 国 庫 補 助 金

(3) 委 託 金

⑮ 県 支 出 金

(1) 県 負 担 金

(2) 県 補 助 金

(3) 委 託 金

⑯ 財 産 収 入

(1) 財 産 運 用 収 入

(2) 財 産 売 払 収 入

⑰ 寄 附 金

(1) 寄 附 金

⑱ 繰 入 金

(1) 基 金 繰 入 金

⑲ 繰 越 金

(1) 繰 越 金

⑳ 諸 収 入

(1) 延 滞 金 、 加 算 金 及 び 過 料



(単位：千円)

１８，５００  ０  １８，５００  

１８，５００  ０  １８，５００  

２２，８４３  ０  ２２，８４３  

３９０  ０  ３９０  

２２，４５３  ０  ２２，４５３  

７０５，８６１  ０  ７０５，８６１  

３６６，３７６  ０  ３６６，３７６  

３３９，４８５  ０  ３３９，４８５  

５，８０３，２９２  ８４８，７７９  ６，６５２，０７１  

５，０４９，７７４  ０  ５，０４９，７７４  

７３４，５４５  ８４８，７７９  １，５８３，３２４  

１８，９７３  ０  １８，９７３  

２，５７１，１３９  １，５０３  ２，５７２，６４２  

１，８１３，８４４  ０  １，８１３，８４４  

５３０，０３１  １，３０３  ５３１，３３４  

２２７，２６４  ２００  ２２７，４６４  

７３，３５７  ０  ７３，３５７  

７３，３５５  ０  ７３，３５５  

２  ０  ２  

４２５，０００  １，０００  ４２６，０００  

４２５，０００  １，０００  ４２６，０００  

９２２，２９２  １１９，７１６  １，０４２，００８  

９２２，２９２  １１９，７１６  １，０４２，００８  

１  ０  １  

１  ０  １  

２，１１２，６５３  １３７，０９７  ２，２４９，７５０  

１０，０００  ０  １０，０００  

補 正 前 の 額 補 正 額 計

一般会計



款 項

(2) 預 金 利 子

(3) 貸 付 金 元 利 収 入

(4) 受 託 事 業 収 入

(5) 雑 入

㉑ 市 債

(1) 市 債

歳 入 合 計



(単位：千円)

４５０  ０  ４５０  

４７９，５１２  ０  ４７９，５１２  

１９７，１９６  ０  １９７，１９６  

１，４２５，４９５  １３７，０９７  １，５６２，５９２  

２，３８４，５００  ４１，９００  ２，４２６，４００  

２，３８４，５００  ４１，９００  ２，４２６，４００  

３７，８４８，０２３  １，１４９，９９５  ３８，９９８，０１８  

補 正 前 の 額 補 正 額 計

一般会計



歳　　　　　　　　　　　出

款 項

① 議 会 費

(1) 議 会 費

② 総 務 費

(1) 総 務 管 理 費

(2) 徴 税 費

(3) 戸 籍 住 民 基 本 台 帳 費

(4) 選 挙 費

(5) 統 計 調 査 費

(6) 監 査 委 員 費

③ 民 生 費

(1) 社 会 福 祉 費

(2) 高 齢 者 福 祉 費

(3) 児 童 福 祉 費

(4) 生 活 保 護 費

(5) 災 害 救 助 費

④ 衛 生 費

(1) 保 健 衛 生 費

(2) 清 掃 費

⑤ 労 働 費

(1) 労 働 施 設 費

(2) 労 働 諸 費

⑥ 農 林 水 産 業 費

(1) 農 業 費

(2) 水 産 業 費

⑦ 商 工 費

(1) 商 工 費

⑧ 土 木 費



(単位：千円)

３２３，９５１  ０  ３２３，９５１  

３２３，９５１  ０  ３２３，９５１  

４，４３７，８８７  ８１１，８２７  ５，２４９，７１４  

３，７７２，７８７  ８０６，３１２  ４，５７９，０９９  

３５４，９０９  ０  ３５４，９０９  

２００，２４４  ５，５１５  ２０５，７５９  

６０，６１６  ０  ６０，６１６  

１９，７４９  ０  １９，７４９  

２９，５８２  ０  ２９，５８２  

１５，８２４，９１１  ９５，２８３  １５，９２０，１９４  

６，１４１，１６２  ８５，４４１  ６，２２６，６０３  

１，５７６，４１５  ０  １，５７６，４１５  

６，０４４，８１１  ９，８４２  ６，０５４，６５３  

２，０６１，８１１  ０  ２，０６１，８１１  

７１２  ０  ７１２  

３，５１２，１９５  １９１，３０５  ３，７０３，５００  

１，５９６，５１３  １７０，９３５  １，７６７，４４８  

１，９１５，６８２  ２０，３７０  １，９３６，０５２  

９９，５４８  ６２  ９９，６１０  

３４，９０６  ０  ３４，９０６  

６４，６４２  ６２  ６４，７０４  

２１５，６４４  ４，３７７  ２２０，０２１  

１８３，６１２  ４，３７７  １８７，９８９  

３２，０３２  ０  ３２，０３２  

７３８，７４４  ３，９２１  ７４２，６６５  

７３８，７４４  ３，９２１  ７４２，６６５  

４，０６１，５８７  ６０  ４，０６１，６４７  

補 正 前 の 額 補 正 額 計

一般会計



款 項

(1) 土 木 管 理 費

(2) 道 路 橋 り ょ う 費

(3) 河 川 費

(4) 港 湾 費

(5) 住 宅 費

(6) 下 水 道 費

⑨ 都 市 計 画 費

(1) 都 市 計 画 費

⑩ 消 防 費

(1) 消 防 費

⑪ 教 育 費

(1) 教 育 総 務 費

(2) 小 学 校 費

(3) 中 学 校 費

(4) 幼 稚 園 費

(5) 社 会 教 育 費

(6) 青 少 年 対 策 費

⑫ 災 害 復 旧 費

(1) 土 木 施 設 災 害 復 旧 費

⑬ 公 債 費

(1) 公 債 費

⑭ 諸 支 出 金

(1) 諸 費

⑮ 予 備 費

(1) 予 備 費

歳 出 合 計



(単位：千円)

１８，５００  ０  １８，５００  

１，１１９，３３１  ０  １，１１９，３３１  

２８７，１１１  ０  ２８７，１１１  

１，１５５  ６０  １，２１５  

７５，４９０  ０  ７５，４９０  

２，５６０，０００  ０  ２，５６０，０００  

６７３，２９１  ０  ６７３，２９１  

６７３，２９１  ０  ６７３，２９１  

１，７３４，３１６  ４，１３２  １，７３８，４４８  

１，７３４，３１６  ４，１３２  １，７３８，４４８  

３，０９０，７１９  ３９，０２８  ３，１２９，７４７  

８３９，８７２  ２４，６４０  ８６４，５１２  

１，２７８，７１３  １１，７５４  １，２９０，４６７  

６４２，７７４  ２，３６０  ６４５，１３４  

４６，７６５  ０  ４６，７６５  

２７０，４１２  ０  ２７０，４１２  

１２，１８３  ２７４  １２，４５７  

１  ０  １  

１  ０  １  

３，０９９，２２９  ０  ３，０９９，２２９  

３，０９９，２２９  ０  ３，０９９，２２９  

６，０００  ０  ６，０００  

６，０００  ０  ６，０００  

３０，０００  ０  ３０，０００  

３０，０００  ０  ３０，０００  

３７，８４８，０２３  １，１４９，９９５  ３８，９９８，０１８  

補 正 前 の 額 補 正 額 計

一般会計



　第２表　債務負担行為の補正

補　正　前 補　正　後

学校のあり方検討計画策定業務委託
自　令和　７年度
至　令和　９年度

事　　　　　　項
期　　　　　間

文 書 管 理 及 び 電 子 決 裁
シ ス テ ム 関 連 機 器 借 上 料

自　令和　６年度
至　令和１１年度

お く や み コ ー ナ ー 運 営 業 務 委 託

土 地 借 上 料
自　令和　７年度
至　令和２６年度

自　令和　７年度
至　令和　９年度



千円 千円 千円

限　　　　　度　　　　　額

エコクリーンピア
は り ま

31,350 教 育 総 務 課

44,375

0 31,350

0 44,375

2,0400 2,040

0 25,773 25,773 市 民 窓 口 課

所　管　課
補正前の額 補　正　額

総 務 課

補正後の額



　　　第３表　地方債の補正

補 正 前

期　　間

(据置期間

を含む)

千円
　公債証券の発 　年５．００％ 　毎年度元利均

行又は普通貸借 以内とする。 等又は元金均等

の方法により借 　ただし、利率 の方法により償

入れる。 見直し方式で借 還する。

　公債証券発行 り入れる政府資 　なお、借入先

の場合における 金等について、 の融資条件に変

発行価格は、額 利率の見直しが 更あるときは、

面１００円につ 行われた場合に その融資条件に

国 き１００円とす おいては、当該 ３０年 従う。

銀　行 る。 見直し後の利率 以　内 　ただし、財政

その他 　ただし、財政 とする。 の都合その他に

又は工事の都合 より繰上償還を

により、翌年度 なし、償還年限

に繰越して起債 を短縮し、又は

することができ 低利の地方債に

る。 借換えることが

できる。

借入先 起債の方法 利　率

償　還　の　方　法

体 育 施 設 整備 事業

水 道 事 業 会計 水道
管 路 耐 震 化 事 業

123,200

方　　　法

起　債　の　目　的
限　度　額



補 正 後

期　　間

（据置期間

を含む）

千円

　公債証券の発 　年５．００％ 　毎年度元利均

行又は普通貸借 以内とする。 等又は元金均等

の方法により借 　ただし、利率 の方法により償

入れる。 見直し方式で借 還する。

　公債証券発行 り入れる政府資 　なお、借入先

の場合における 金等について、 の融資条件に変

発行価格は、額 利率の見直しが 更あるときは、

面１００円につ 行われた場合に その融資条件に

国 き１００円とす おいては、当該 ３０年 従う。

銀　行 る。 見直し後の利率 以　内 　ただし、財政

その他 　ただし、財政 とする。 の都合その他に

又は工事の都合 より繰上償還を

により、翌年度 なし、償還年限

に繰越して起債 を短縮し、又は

することができ 低利の地方債に

る。 借換えることが

できる。

起債の方法 利　率

141,300

限　度　額 借入先

23,800

償　還　の　方　法

方　　　法

変 更 な し


